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第53回定時株主総会
インターネット開示事項

1．連結注記表
2．個別注記表

上記書類は、法令及び当社定款の規定に基づき、当社ホームページに掲載することに
より、株主の皆様にご提供しているものです。
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1．連結注記表

1.  連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する
    注記等

⑴　連結計算書類の作成基準
　当連結グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条
第１項の規定により、国際財務報告基準（以下、IFRS）に準
拠して作成しています。なお、連結計算書類は同項後段の規
定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略していま
す。
　また、記載金額は各々百万円未満を四捨五入して表示して
います。

⑵　連結の範囲等に関する事項
　連結の範囲に含められている連結子会社は85社です。
　主要な連結子会社は以下のとおりです。

日立建機日本㈱、㈱日立建機ティエラ、㈱日立建機カミ
ーノ、㈱ＫＣＭ、日立建機（中国）有限公司、日立建機
（上海）有限公司、タタ日立コンストラクションマシナ
リーCo.,Pvt.,Ltd.、日立建機アジア・パシフィック
Pte.Ltd.、P.T.日立建機インドネシア、日立建機（ヨーロ
ッパ）N.V.、日立建機ホールディングU.S.A.Corp.、日
立建機トラックLtd.、日立建機租賃（中国） 有限公司、
日立建機（オーストラリア） Pty Ltd.、H-E Parts 
International LLC、Bradken Limited

　　当連結会計年度より以下のとおり連結の範囲を変更して
　います。
　当連結会計年度中に連結範囲に含めた会社　46社
　株式の追加取得による増加
　　H-E Parts International LLC、
　　H-E Parts Australian Holdings LLC 他26社(※)
　　Bradken Limited 他17社
　　(※）なお、H-E Parts Australian Holdings LLCは
　　　　本件の持分の取得後直ちにH-E Parts
　　　　International LLCを存続会社とする合併
　　　　により消滅しています。
　当連結会計年度中に連結範囲から除外した会社 ５社

①株式の一部売却に伴う連結範囲からの除外
　日立住友重機械建機クレーン㈱　１社

②その他の減少　４社
　会社清算に伴う連結子会社の減少　２社
　全株式売却に伴う連結範囲からの除外　１社
　合併による消滅　１社

⑶　持分法の適用に関する事項
　持分法適用の範囲に含められている関連会社は12社で
す。
　主要な持分法適用関連会社は以下のとおりです。

鉱研工業㈱、ディア日立コンストラクションマシナリー
Corp、P.T. HEXA FINANCE INDONESIA、HTC 
Leasing Company Limited、日立住友重機械建機クレ
ーン㈱

　当連結会計年度より以下のとおり持分法の適用範囲を変更
しています。

　株式の一部売却に伴う持分法の適用範囲の増加
　　　　日立住友重機械建機クレーン㈱　１社
⑷　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は以下を除き、連結決算日と一致して
います。

日立建機ホールディングU.S.A.Corp.、日立建機（中国）
有限公司、日立建機（上海）有限公司、合肥日建機工有
限公司、青島誠日建機有限公司、蘇州誠亜工程機械有限
公司、日立建機租賃（中国）有限公司、日立建機ユーラ
シア販売LLC、日立建機ユーラシアLLC、H-E Parts 
International LLC、Bradken Limited　他39社

　なお、連結計算書類作成にあたって、これらの会社につい
ては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財政状態計
算書及び損益計算書を使用しています。

⑸　会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ）金融商品の評価基準及び評価方法
　当連結グループは、金融商品に係る会計処理について、
IFRS第９号「金融商品」（2009年11月公表、2010年10
月改訂）を早期適用しています。
a　非デリバティブ金融資産

　当連結グループは、営業債権を、これらの発生日に当
初認識しています。その他の金融資産は、当連結グルー
プが当該金融商品の契約当事者となった取引日に当初
認識しています。
　当連結グループは、金融資産から生じるキャッシュ・
フローに対する契約上の権利が消滅した場合、または金
融資産の所有にかかるリスクと経済的便益を実質的に
すべて移転する取引において、当該金融資産から生じる
キャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を移転した
時に当該金融資産の認識を中止しています。金融資産
の所有に伴う実質的にすべてのリスク及び経済的価値
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を留保も移転もしない取引においては、当連結グループ
は当該金融資産への支配を保持していない場合にその
資産の認識を中止するものとしています。
　非デリバティブ金融資産の分類及び測定モデルの概
要は、以下のとおりです。
償却原価で測定する金融資産
　以下の要件を満たす金融資産を償却原価で測定する
金融資産として分類しています。
・当連結グループのビジネスモデルにおいて、当該金融

資産の契約上のキャッシュ・フローを回収することを
目的として資産を保有している場合

・契約条件が、特定された日に元本及び元本残高に係る利
息の支払いのみによるキャッシュ・フローを生じさせ
る場合

　償却原価で測定する金融資産は、公正価値（直接帰属
する取引費用も含む）で当初認識しています。当初認識
後は、実効金利法を用いて帳簿価格を算定しています。
また償却原価で測定する金融資産に係る利息発生額
は、連結損益計算書の金融収益に含まれます。
FVTOCI金融資産
　当連結グループは、主に投資先との取引関係の維持、
強化による収益基盤の拡大を目的として保有している
資本性金融資産をFVTOCI金融資産として分類してい
ます。FVTOCI金融資産は公正価値で当初認識し、それ
以降も連結決算日の公正価値で測定しています。公正
価値の変動はその他の包括利益として認識し、その累計
額はその他の包括利益累計額に認識しています。ただ
し、FVTOCI金融資産から生じる配当金については、明
らかに投資の払戻しの場合を除き、純損益として認識し
ています。
FVTPL金融資産
　当連結グループは、FVTOCI金融資産として分類され
ない資本性金融資産及び償却原価で測定する金融資産
に分類されない負債性金融資産を、すべてFVTPL金融
資産に分類しています。FVTPL金融資産は、当初認識
後、公正価値で測定し、その公正価値の変動は純損益と
して認識しています。
償却原価で測定する金融資産の減損
　当連結グループは、償却原価で測定する金融資産が減
損しているか否かの継続的評価を、少なくとも四半期ご
とに実施しています。減損の有無の判断は、減損を示す
客観的な証拠が金融資産の当初認識後に発生してお
り、その金融資産の見積将来キャッシュ・フローが帳簿
価額を下回る場合、当該金融資産は減損していると判断

しています。減損を示す客観的な証拠には、過去の貸倒
実績、支払遅延の存在、支払期日の延長、外部信用調査
機関による否定的評価、債務超過等悪化した財政状況や
経営成績の評価などが含まれています。
　保有する負債性証券については、当該金融資産の見積
将来キャッシュ・フローを当初の実効金利で割り引いた
現在価値、もしくは観測可能な市場価格を見積公正価値
とし、それらが帳簿価格を下回る場合に、その差額を減
損損失として認識しています。
　営業債権に係る減損損失については、過去の損失実績
や取引先の現在の信用状況を含む分析に基づいた相当
な判断が求められます。当連結グループは、事業を行う
国あるいは地域の特有な商慣行を含む事業環境に関連
した潜在的なリスクを評価した上で、過去の経験等を考
慮に入れ算定される貸倒実績率または回収可能額の見
積りに基づき減損損失を計上しています。
　減損損失は、連結財政状態計算書上、負債性証券につ
いては帳簿価額から直接減額することにより、営業債権
については引当金勘定を通じて減額しています。また
営業債権については、すべての回収手段がなくなり、回
収可能性がほぼ尽きたと考えられた時点ではじめて貸
倒償却しています。
　減損損失を計上した後に発生した事象により減損損
失の額が減少した場合には、以前に認識した減損損失を
純損益として戻し入れています。

b　デリバティブ資産
　当連結グループは、為替リスク及び金利リスクをヘッ
ジするために、先物為替予約契約、金利スワップ契約と
いったデリバティブ商品を利用しています。これらの
デリバティブは、その保有目的、保有意思にかかわらず
すべて公正価値で計上しています。

c　金融資産と金融負債の相殺
　金融資産と金融負債は、認識された金額を相殺する強
制可能な法的権利が現時点で存在し、かつ、純額ベース
で決済するかもしくは資産を実現すると同時に負債を
決済する意図が存在する場合にのみ相殺し、連結財政状
態計算書において純額で報告しています。

ロ）棚卸資産
　棚卸資産は取得原価と正味実現可能価額のいずれか低
い方の金額で評価しており、原価は、製品・半製品・仕掛
品については個別法または移動平均法により、材料につい
ては概ね移動平均法によっています。正味実現可能価額
とは、通常の営業過程における見積売価から、完成までの
見積原価及び販売に要する見積費用を控除したものをい
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います。
② 重要な資産の減価償却及び償却の方法

イ）有形固定資産
　有形固定資産の測定においては原価モデルを採用
し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を
控除した価額で表示しています。取得価額には、資産の
取得に直接関連する費用、将来の解体、除去及び原状回
復費用を含めています。各資産はそれぞれの見積耐用
年数にわたって、定額法で減価償却を行っています。主
要な資産項目ごとの見積耐用年数は、以下のとおりで
す。
・建物及び構築物　　　　　　　　　　２年から67年
・機械装置及び運搬具　　　　　　　　２年から30年
・工具、器具及び備品　　　　　　　　２年から30年

　なお、残存価額、見積耐用年数及び減価償却方法は各年
度末に見直しを行い、変更があった場合は、会計上の見積
りの変更として将来に向かって変更しています。

ロ）無形資産
a　のれん

　当初認識後、のれんは償却を実施せず、取得原価から
減損損失累計額を控除した金額で表示しています。

b　その他の無形資産
　その他の無形資産の測定においては原価モデルを採
用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控
除した金額で表示しています。
　無形資産については、それぞれの見積耐用年数にわた
って、定額法で償却を行っています。主要な資産項目ご
との見積耐用年数は、以下のとおりです。
・ソフトウェア　２年から10年
・その他　　　　２年から20年

ハ）リース資産
　借手としてのファイナンス・リースに係るリース資産及
びリース負債は、最低支払リース料の現在価値またはリー
ス開始時の公正価値のいずれか小さい方の金額で当初認
識しています。リース資産の減価償却は、リース期間の終
了時までに所有権の移転が合理的に確実な場合を除き、リ
ース期間と見積耐用年数のいずれか短い方の期間にわた
り定額法で計上しています。リース料支払額は、リース負
債の残高に対して一定率で配分し、金融費用及びリース負
債の減額として会計処理しています。

ニ）非金融資産の減損
　当連結グループは各資産について減損の兆候の有無の
判定を行い、その帳簿価額が回収不可能であるような兆候
がある場合、減損テストを実施しています。のれんにつ

いては、減損の兆候の有無にかかわらず、連結会計年度末
において、減損テストを実施しています。
　減損テストは、資産または資金生成単位ごとに回収可能
価額を見積り、帳簿価額と比較することによって行ってい
ます。資金生成単位は、他の資産または資産グループから
概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資
産グループとしています。
　回収可能価額は、資産または資金生成単位の処分費用控
除後の公正価値と使用価値のいずれか高い金額をいいま
す。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フロ
ーは、貨幣の時間価値及び当該資産の固有のリスクを反映
した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いていま
す。資産または資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額
を超える場合には、その資産について減損損失を認識しま
す。
　のれん以外の資産に関しては、過年度に認識された減損
損失について、損失の減少または消滅の可能性を示す兆候
が認められる場合、当該資産または資金生成単位を対象に
回収可能価額の見積りを行います。その結果、見積られた
回収可能価額が帳簿価額を超える時には、過年度に減損損
失が認識されていなかった場合の減価償却費または償却
費控除後の帳簿価額を上限として、減損損失の戻し入れを
行います。

③ 重要な引当金の計上基準
　当連結グループは、過去の事象の結果として現在の債務（法
的債務または推定的債務）を有しており、当該債務を決済す
るために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、かつ、当
該債務の金額の合理的な見積りが可能である場合に引当金を
認識しています。
　なお、債務の決済までの期間が長期となると想定され、貨
幣の時間的価値が重要な場合には、決済時に予測される支出
額の現在価値により引当金を測定しています。現在価値の算
出には、貨幣の時間的価値及び当該債務に固有のリスクを反
映した税引前の割引率を使用しています。

④ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ）収益及び費用の計上基準

　当連結グループは、取引の裏付けとなる説得力のある証
拠が存在することを前提として、経済的便益が流入するこ
とが確実で、かつ信頼性をもって測定できる場合に収益を
認識しています。
　物品の販売、サービスの提供等の収益は、受領した対価
または受領可能な対価の公正価値により測定していま
す。公正価値は値引き、割戻し及び消費税を控除した後の
金額です。収益の重要な区分ごとの認識基準は、以下の
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とおりです。
a　物品の販売

　物品の販売に係る収益は、以下の条件をすべて満たし
た時点で認識しています。

・物品の所有に伴う重要なリスク及び経済価値が顧
客に移転している

・物品に対する継続的な関与及び実質的な支配がな
い

・収益の額及び当該取引に関連する原価を、信頼性を
もって測定できる

・取引に関連する経済的便益が当連結グループに流
　入する可能性が高い

b　サービスの提供
　サービスの提供による収益は、以下の条件を満たした
時点で認識しています。

・取引の決算日現在における進捗度を、信頼性をもっ
て測定できる

・収益の額及び当該取引に関連する原価を、信頼性を
もって測定できる

・取引に関連する経済的便益が当連結グループに流
入する可能性が高い

c　貸手としてのリース
　貸手としてのファイナンス・リースは、リース開始時
の正味リース投資未回収額を営業債権として計上し、未
稼得金融収益はリース期間にわたり正味リース投資未
回収額に対して一定率で配分し、その帰属する年度に認
識しています。
　貸手としてのオペレーティング・リースに係る受取リ
ース料は、リース期間にわたり均等に認識しています。

d　借手としてのリース
　借手としてのオペレーティング・リースに基づくリー
ス支払額は、リース期間にわたり定額法により費用とし
て計上しています。

ロ）退職後給付の会計処理の方法
　当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付を行う
ため、確定給付型年金制度及び退職一時金制度を採用して
おり、確定給付債務の現在価値及び退職給付費用を予測単
位積増方式により算定しています。

　確定給付債務の現在価値及び制度資産の公正価値は、連
結会計年度末に再測定し、数理計算上の差異及び制度資産
の利息収益を除く公正価値の変動額はその他の包括利益
で全額認識し、その後純損益には組み替えません。また、
制度改定時に生じる過去勤務費用は発生時に全額純損益
として認識しています。
　連結財政状態計算書上、確定給付制度債務の現在価値か
ら、制度資産の公正価値を控除した純額を確定給付負債ま
たは資産として非流動負債または非流動資産に表示して
います。

ハ）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
　当社の連結計算書類は、当社の機能通貨である日本円で
表示しています。
a　外貨建取引

　外貨建取引は、取引日における直物為替相場またはそ
れに近似するレートにより当社及び連結子会社の各機
能通貨に換算しています。期末日における外貨建貨幣
性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に再
換算しています。当該換算及び決済により生じる換算
差額は損益として認識しています。ただし、発生する損
益がその他の包括利益で認識される資産及び負債に関
してはそれらから生じる換算差額はその他の包括利益
に認識されます。

b　在外営業活動体の財政状態計算書及び損益計算書の
換算

　在外営業活動体の資産及び負債は決算日の為替相場
により円換算しています。収益及び費用は取引日レー
トで円換算していますが、為替レートに重要な変動がな
い場合には期中平均為替相場により円換算していま
す。
　この在外営業活動体の財政状態計算書及び損益計算
書の換算により発生する換算差額は、その他の包括利益
として認識しています。なお、在外営業活動体の処分時
には、その他の包括利益として計上した累積的換算差額
を純損益に振替えています。

ニ）重要なヘッジ会計の方法
　当連結グループが利用しているヘッジの会計処理は、以
下のとおりです。

・「公正価値ヘッジ」は、既に認識された資産または負
債、もしくは未認識の確定契約の公正価値の変動に対
するヘッジであり、ヘッジの効果が高度に有効である
限り、既に認識された資産または負債、もしくは未認
識の確定契約とその関連するデリバティブの公正価
値の変動は純損益で認識しています。
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・「キャッシュ・フロー・ヘッジ」は、将来取引のヘッ
ジ、または既に認識された資産または負債に関連して発生
する将来キャッシュ・フローの変動に対するヘッジであ
り、ヘッジの効果が高度に有効である限り、キャッシュ・
フロー・ヘッジとして指定したデリバティブの公正価値の
変動はその他の包括利益として認識しています。この会
計処理は、ヘッジ対象に指定された未認識の確定契約、ま
たは将来キャッシュ・フローの変動を純損益に認識するま
で継続し、その時点でデリバティブの公正価値の変動も純
損益に含めています。
　当連結グループは、国際会計基準第39号「金融商品：
認識及び測定」に定められるデリバティブを利用する目
的、その戦略を含むリスク管理方針を文書化しており、そ
れに加えて、そのデリバティブがヘッジ対象の公正価値ま
たは将来キャッシュ・フローの変動の影響を高度に相殺し
ているかどうかについて、ヘッジの開始時、及び開始後も
引き続き、一定期間ごとに評価を行っています。ヘッジの
効果が有効でなくなった場合は、ヘッジ会計を中止してい
ます。

ホ）消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって
います。

ヘ）連結納税制度の適用
　当社及び一部の連結子会社は、連結納税制度を適用して
います。

2.  連結財政状態計算書に関する注記
(単位：百万円)

⑴　資産から直接控除した引当金に関する事項
営業債権 10,270
その他の金融資産 1

⑵　資産に関する減価償却累計額及び減損損失累計額に関す
る事項

有形固定資産 392,692
⑶　保証債務に関する事項

　当連結グループにおける、金融機関からの借入に対する
保証債務及び保証予約は、以下のとおりです。
保証債務 9,566
保証予約 434

⑷　担保に供している資産
営業債権 5,296
棚卸資産 8,948
有形固定資産 44,154

上記に対応する債務

(単位：百万円)
営業債務及びその他の債務（流動） 1,019
社債及び借入金（流動） 14,015
営業債務及びその他の債務（非流動） 1,904
社債及び借入金（非流動） 20,939
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3.  連結持分変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式総数 普通株式 215,115,038株
⑵　自己株式数 普通株式 2,454,022株
⑶　剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円） １株当たり配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2016年５月23日取締役会 普通株式 利益剰余金 2,127 10 2016年３月31日 2016年５月31日

2016年10月27日取締役会 普通株式 利益剰余金 851 4 2016年９月30日 2016年11月30日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
決 議
予 定 日 株式の種類 配当の原資 配当金の総額

（百万円） １株当たり配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2017年５月22日取締役会 普通株式 利益剰余金 1,701 8 2017年３月31日 2017年５月31日

⑷　新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳 新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的
となる株式の数（株） 新株予約権の行使価格（円）

2007年６月25日の株主総会
特別決議による新株予約権 普通株式 332,000 4,930

4.  金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当連結グループは、国際的に営業活動を行っているた
め、金利リスク、為替リスク、信用リスク等の様々なリス
クによる影響を受ける可能性があります。

① 市場リスク
　当連結グループの生産及び販売先は世界各地にわたって
おり、外貨建ての営業債権債務は外国為替相場の変動リス
クにさらされています。また、当社及び一部の連結子会社
が設備投資や運転資金に充当する目的で調達している長期
性負債のうち、一部は変動金利であるため金利の変動リス
クにさらされています。

イ）金利リスク
　当連結グループは、主に長期性負債に関連する金利変
動リスクにさらされており、この変動の影響を最小化す
るため、金利スワップ契約を締結してキャッシュ・フロ
ーの変動を管理しています。金利スワップ契約は受取変
動・支払固定の契約であり、長期借入金等の長期性負債
の変動金利支払分を受取り、固定金利を支払うことによ
って、変動金利の長期性負債を固定金利の長期性負債と
しています。

ロ）為替リスク
　当連結グループは、外国為替相場の変動リスクにさら
されている資産及び負債を保有しており、外国為替相場
の変動リスクをヘッジするために、先物為替予約契約あ
るいは通貨スワップ契約を利用しています。

ハ）資本性金融商品の価格変動リスク
　当連結グループは、業務上の関係を有する企業の上場
株式を保有しており、資本性金融商品の価格変動リスク
にさらされており、これに対処するため、定期的に時価
や発行体の財務内容を把握し、保有状況を継続的に見直
しています。

② 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）
　当連結グループは、様々な営業取引を行うことによって
取引先に対して信用供与を行っており、取引先の信用悪化
や経営破綻等により損失が発生する信用リスクにさらされ
ています。これらのリスクに対処するため、顧客の信用リ
スクにさらされている営業債権について、債権管理規定に
従い、当社及び連結子会社の債権管理部門が主要な取引先
の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及
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び残高を管理すると共に、財務状況等の悪化等による回収
懸念の早期把握や軽減を図っています。
　なお、当連結グループの取引相手及び取引地域は広範囲
にわたっており、概ね重要な信用リスクの集中は発生して
いません。
　満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象とし
ているため、信用リスクは僅少です。
　また、デリバティブ取引の利用にあたっては、取引相手
先を格付の高い金融機関に限定しているため、カウンター
パーティーリスクはほとんどないと認識しています。
　保証債務を除き、保有する担保を考慮に入れない場合の
当社及び連結子会社の信用リスクに対する最大エクスポー
ジャーは連結財政状態計算書における金融資産の減損後の
帳簿価額です。

③ 流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリス
ク）
　当連結グループは、各部署からの報告に基づき財務部が
適時に資金繰り計画を作成・更新すると共に、手元流動性
を極小化し資金効率を高める一方でコミットメント・ライ
ン及び当座借越枠の確保により流動性リスクを回避する管
理をしています。

④ 資本管理
　当連結グループは、持続的な成長を実現するために、中
長期的な事業戦略に基づいた技術開発・設備投資等、先行
投資の実施をしています。そのため健全な財務体質の維
持・強化をすることを資本管理の基本方針とし、有利子負
債残高から現金及び預金、プーリング預け金を控除した
NET有利子負債残高を重要なモニタリング対象にしてい
ます。

⑵　金融商品の公正価値等に関する事項
① 公正価値の測定方法

　金融資産及び金融負債の公正価値は以下のとおり決定し
ています。

イ）現金及び現金同等物、営業債権、営業債務及びその他の
債務

　現金及び現金同等物、営業債権、営業債務及びその他
の債務のうち、流動項目は短期間で決済されるため、帳
簿価額が公正価値の合理的な近似値となっています。非
流動項目は元利金の合計額を新規に同様の取引を行った
場合に想定される合理的に見積もられる利率で割り引い
て算定する方法によっています。

ロ）その他の金融資産、その他の金融負債、デリバティブ資
産、デリバティブ負債

　その他の金融資産には主に、未収入金、貸付金等が含
まれており、その他の金融負債には主に、子会社株式取
得による未払金が含まれています。その他の金融資産の
うち、流動項目は短期間で決済されるため、帳簿価額が
公正価値の合理的な近似値となっています。投資有価証
券についてはFVTOCIの金融資産として、上場株式は取
引所の市場価格によっています。また、非上場株式は類
似企業の市場価格等の観察可能な指標と観察不能な指標
を用いた評価技法等により算定しています。デリバティ
ブについては、FVTPLの金融資産または金融負債とし
て、取引先金融機関から提示された価格に基づいて算定
しています。

ハ）社債及び借入金
　普通社債、借入金については元利金の合計額を新規に
同様の借入・発行を行った場合に想定される利率で割り
引いて算定する方法によっています。

② 償却原価で測定する金融商品
　償却原価で測定する金融資産及び金融負債の帳簿価額及
び公正価値は以下のとおりです。なお、帳簿価額が公正価
値の合理的な近似値となっている金融資産及び金融負債は
含めていません。

(単位：百万円)

区分 帳簿価額 公正価値

資産

営業債権 215,739 216,800

負債

営業債務及びその他の債務 227,326 227,618

社債及び借入金 248,701 248,681
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5.  １株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり親会社株主持分 1,879円14銭
⑵　基本的１株当たり親会社株主に帰属す

る当期利益 37円72銭

6.  重要な後発事象に関する注記

　豪州企業Bradken Limitedの株式公開買付けの結果

　当社は、2016年10月３日に鋳造及び鋳造製品の製造・販売サ
ービスを営むBradken Limited（以下「Bradken社」）の普通株
式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」）を実施すること
を決定し、2016年11月１日より本公開買付けを実施してきまし
た。その後、本公開買付けにかかる成立条件を成就し、2017年
３月20日に連結子会社としています。なお、2017年４月７日を
もって本公開買付けを終了しました。その結果は、以下のとおり
です。

　⑴ 本公開買付けの概要
　　①公開買付け実施者:日立建機株式会社
　　②公開買付け対象者:Bradken Limited
　　③買付けに係る株券の種類:普通株式
　　④本公開買付けの期間:2016年11月１日（火）から
　　　2017年４月７日（金）
　　⑤本公開買付けの価格:普通株式１株当たり3.25豪ドル
　　⑥下限応募株数:Bradken社の発行済株式総数の35％超の
　　　株式（完全希釈化後ベース）
　⑵ 本公開買付けの結果
　　①応募株式数 :193,741,575株
　　②応募株式数の割合 :92.8％
　⑶ 本公開買付け後の状況
　　　本公開買付け完了後遅滞なく進めていたBradken社少数
　　株主の保有する株式の買収手続き（以下「スクイーズ・
　　アウト」）及びBradken社の上場廃止についても手続きが
　　完了しています。
　⑷ 当社連結決算への影響
　　　「企業結合に関する注記」に記載のとおり、当該取引に
　　ついては当連結会計年度末においてすでに100%取得した
　　ものとして企業結合の会計処理を実施しています。

7.  その他注記
⑴　連結損益計算書に関する注記

　その他の収益の内訳は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

区分 金額

固定資産売却益 223

補助金収入 121

事業再編等利益(注) 933

その他 3,491

合計 4,768

(注)事業再編等利益
　事業再編等利益は主に当連結グループの連結子会社であった日立住友重機
械建機クレーン株式会社の当社保有株式の一部を売却したことによるもので
す。

　その他の費用の内訳は、以下のとおりです。
(単位：百万円)

区分 金額

固定資産売却損 172

固定資産滅却損 548

固定資産の減損（注１） 3,883

事業構造改革関連費用（注２） 479

その他 4,329

合計 9,411
(注１)固定資産の減損
　主に中国連結子会社の工場の一部について売却交渉を進める意思決定
をしたことに伴い認識したものです。なお、当連結会計年度中にこの売却
は完了しています。
(注２)事業構造改革関連費用
　事業構造改革関連費用には早期退職優遇制度の特別募集等の実施に伴う
特別退職金及び再就職支援金が含まれています。

⑵　企業結合に関する注記
  　当連結会計年度中に生じた企業結合は以下のとおりです。

（H-E Parts International LLC、H-E Parts Australian 
Holdings LLCの株式の取得による連結子会社化）

　当社は、2016年12月21日付で、オーストラリア及び米国を中
心にマイニング・砕石・建設機械及び設備に係るサービスソリュ
ーション事業の提供、及び付随する部品の開発・加工・販売を営
むH-E Parts International LLC(本社：米国デラウェア州)及びH-
E Parts Australian Holdings LLC(本社：米国デラウェア州)（以
下、併せて「H-E Parts社」）の全持分を取得しました。
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　①企業結合の目的
　　当社は、経営環境の変化にも柔軟に対応すべく、中期経営計画「GROW TOGETHER 2016」の推進を図り、グローバルな
　サポート体制の確立、経営の効率化等に積極的に取り組んでいます。
　　今般、H-E Parts社の全持分の取得により、顧客現場のニーズに合わせた、低コストかつ生産性の高いサービスを提供し、
　バリューチェーンの強化及び一層の事業収益の安定性向上を図ります。
　　また、H-E Parts社の知見を活用し、サービスソリューションの拡充を図ります。

　②被取得企業の名称、事業内容
　　イ）H-E Parts International LLC
　　　　被取得企業の名称　　H-E Parts International LLC
　　　　被取得企業の事業内容
　　　　　　マイニング・建設機械に係るサービスソリューション事業の提供、及び付随する部品の開発・加工・販売
　　　　取得した議決権比率　　100%
　　ロ）H-E Parts Australian Holdings LLC（※）
　　　　被取得企業の名称　　H-E Parts Australian Holdings LLC
　　　　被取得企業の事業内容　　子会社株式の保有
　　　　取得した議決権比率　　100%
（※）H-E Parts Australian Holdings LLCはHEP Australia Holdings Pty Ltdを保有するために設立された特別目的会社
　　（SPC）であり、本件の持分の取得後直ちにH-E Parts International LLCを存続会社とする合併を実施し消滅しています。
（参考）H-E Parts Australian Holding LLCが保有する会社の概要
　　　名称　　HEP Australia Holdings Pty Ltd
　　　事業内容　　マイニング・建設機械に係るサービスソリューション事業の提供、及び付随する部品の開発・加工・販売

　③支払対価、取得した資産及び引き継いだ負債の公正価値
　　　H-E Parts社株式取得に係る取得対価、取得した資産及び引き継いだ負債の公正価値は以下のとおりです。なお、これら
　　の金額は、企業結合に係る取得価額の取得資産及び引受負債への配分が一部完了していないため、現時点で入手しうる暫
　　定的なものです。
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(単位：百万円）

区分 H-E Parts
International LLC

H-E Parts
Australian

Holdings LLC
合計

現金及び現金同等物 217 289 506

営業債権 1,922 2,637 4,559

 棚卸資産 5,151 4,092 9,243

有形固定資産 597 804 1,401

無形資産 1,618 591 2,209

 のれん 2,064 3,751 5,815

 その他 621 626 1,247

資産合計 12,190 12,790 24,980

営業債務及びその他の債務 1,980 2,776 4,756

借入金及び社債 4,820 3,535 8,355

その他 345 363 708

負債合計 7,145 6,674 13,819

支払対価（現金） 19,812

のれん（損金不算入） 8,651

　のれんは、主に超過収益力及び既存事業とのシナジー効果を反映したものです。

　④取得した債権
(単位：百万円）

区分

契約上の債権の総額
及び公正価値 うち回収不能見込み額

H-E Parts 
International LLC

H-E Parts 
Australian 

Holdings LLC
H-E Parts 

International LLC
H-E Parts 
Australian 

Holdings LLC

売掛金及び受取手形 1,970 2,651 48 14

合計 1,970 2,651 48 14

　⑤取得関連費用
　当該企業結合に係る取得関連費用として、551百万円を連結損益計算書上「その他の費用」に計上しています。

　⑥被取得企業の売上収益及び当期利益
　当該企業結合の取得日から2017年３月31日までの売上収益は6,691百万円です。なお当期利益は、連結計算書類に対する影
響額に重要性がないため開示していません。

　⑦企業結合が期首に行われたと仮定した場合の当連結グループの売上収益及び当期利益
　2016年４月１日時点で当該取得が行われたと仮定した場合の当連結会計年度の連結業績に係るプロフォーマ情報（非監査情
報）は、売上収益772,826百万円、当期利益14,737百万円です。
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（Bradken Limitedの株式の取得による連結子会社化）

　　当社は、2016年11月１日より、オーストラリアにおいてBradken Limited（Australian Stock Exchange：BKN、
　本社：豪州ニューカッスル、Chairman：Phillip Arnall、以下「Bradken社」）に対する公開買付け（以下「本公開買付け」）
　を実施していますが、本公開買付けに対するBradken社の株主による応募の結果、2017年３月20日付でBradken社は当社の
　連結子会社となりました。

　①企業結合の目的
　　建設機械及びマイニング機械の需要は、中国・インドネシア・ロシアCIS等の新興国の減速に加えて、先進国においても
　停滞傾向にあり、引き続き、厳しい環境が継続しています。かかる環境下、当社は、経営環境の変化にも柔軟に対応すべく、
　中期経営計画「GROW TOGETHER 2016」の推進を図り、グローバルなサポート体制の確立等、経営の効率化に積極的に
　取り組んできました。今後については、引き続き経営の効率化の追求を念頭に、建設・マイニング機械の製造販売、及び
　これに伴うバリューチェーンを事業の核に据え、適宜提携・買収戦略を活用しながら成長していく方針です。
　　Bradken社は、鉱業及びインフラ産業向け鋳造部品を製造するほか、マイニング設備やマイニング消耗部品、メンテナンス
　サービス等を提供し、多岐にわたるバリューチェーンでの事業展開を世界各地で実施しています。
　　Bradken社の買収は、当社マイニング事業の部品サービスビジネスとの補完強化となり、一層の事業収益安定性の向上が
　期待できることに加え、グローバルネットワークの相互活用により更なる収益性の向上を実現できるものと考え、同社の株
　式取得を行うことを決定しました。

　②被取得企業の名称、事業内容
　　被取得企業の名称　Bradken Limited
　　被取得企業の事業内容　鋳造及び鋳造製品の製造・販売サービス
　　取得した議決権付資本持分割合　100%（当連結会計年度末時点の対価支払済み取得持分　68.62%）

　③支払対価、取得した資産及び引き継いだ負債の公正価値
　　　Bradken社株式取得に係る取得対価、取得した資産及び引き継いだ負債の公正価値は以下のとおりです。なお、これらの
　　金額は、企業結合に係る取得価額の取得資産及び引受負債への配分が一部完了していないため、現時点で入手しうる暫定的
　　なものです。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：百万円）
区分 合計

現金及び現金同等物 3,572

営業債権 8,349

棚卸資産 15,136

有形固定資産 30,488

無形資産 4,900

のれん 8,827

繰延税金資産 4,803

その他 4,255

資産合計 80,330

営業債務及びその他の債務 13,729

社債及び借入金 31,427

退職給付債務 1,220

その他 1,235

負債合計 47,611

支払対価（※１） 58,614

のれん（損金不算入）（※２） 25,895

　（※１）当連結会計年度末までに支払済みの取得持分68.62%に対する支払対価は現金40,336百万円です。なお、当連結会計年
　　　　度末時点では本公開買付けの期間中ですが、当連結会計年度末時点において、当社はBradken社を完全子会社とすること
　　　　を目的にスクイーズ・アウトを開始していることから、実質的に100%取得したものとして企業結合の会計処理を実施して
　　　　おり、期末日時点で支払が完了していない持分についてはその他の金融負債18,278百万円として認識しています。
　（※２）のれんは、主に超過収益力及び既存事業とのシナジー効果を反映したものです。

　④取得した債権
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

区分 契約上の債権の総額
及び公正価値 うち回収不能見込み額

売掛金及び受取手形 8,057 15

 ファイナンス・リース債権 307 -

合計 8,364 15

　⑤取得関連費用
　当該企業結合に係る取得関連費用として、1,009百万円を連結損益計算書上「その他の費用」に計上しています。

　⑥被取得企業の売上収益及び当期利益
　当該企業結合の取得日から2017年３月31日までの売上収益及び当期利益は、連結計算書類に対する影響額に重要性がないた
め開示していません。

　⑦企業結合が期首に行われたと仮定した場合の当連結グループの売上収益及び当期利益
　2016年４月１日時点で当該取得が行われたと仮定した場合の当連結会計年度の連結業績に係るプロフォーマ情報（非監査情
報）は、売上収益815,537百万円、当期利益8,037百万円です。
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2．個別注記表

　記載金額は各々百万円未満を四捨五入して表示しています。
1.  重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法
その他有価証券

時価のあるもの：事業年度末の市場価格等に基づく時価
法
(評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により
算定)

時価のないもの：移動平均法に基づく原価法
⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、原材料及び貯蔵品
移動平均法に基づく原価法

仕掛品
個別法に基づく原価法
(いずれも貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定)

⑶　固定資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっています。
ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっています。但し、自社利用のソフトウェ
アについては、社内における利用可能期間（５年）によ
る定額法によっています。

ハ　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっています。

⑷　引当金の計上基準
イ　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しています。

ロ　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して
います。
　退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下の
とおりです。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を
当期までの期間に帰属させる方法については、給付
算定式基準によっています。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各期の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務年数による定額法によっ
て按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理し
ています。
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の
平均残存勤務年数による定額法により費用処理して
います。
　なお、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤
務費用の貸借対照表における取扱いが連結財政状態
計算書と異なります。

⑸　繰延資産の処理方法
イ　株式交付費

　支出時に全額費用として処理しています。
ロ　社債発行費

　支出時に全額費用として処理しています。
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⑹　ヘッジ会計の方法
イ　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっています。
ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

　輸出入取引の為替変動リスクを軽減するため、為替予
約取引を行っています。また、長期借入金でキャッシ
ュ・フロー変動リスクを固定化させるため、各調達期間
に合わせて金利スワップ取引を行っています。

ハ　ヘッジ方針
　通貨関連におけるデリバティブ取引については主とし
て米ドル建ての売上契約をヘッジするためのものである
ため、外貨建売掛金及び成約高の範囲で行うこととして
います。
　金利関連のデリバティブ取引については、長期借入金
の各調達に当たっては長期に安定した金利による調達を
第一と考えているため、調達時の市場実勢に合ったレベ
ルでの金利の固定化を図っています。

ニ　ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい
て、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動
の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー
変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判
断しています。

⑺　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によってい
ます。

⑻　デリバティブの評価基準及び評価方法
　時価法により評価しています。

⑼　外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。

⑽　連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しています。

2.  追加情報に関する注記
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基
準適用指針第26号 平成28年3月28日）を当事業年度から適用
しています。

3.  貸借対照表に関する注記
(百万円)

⑴　有形固定資産減価償却累計額 145,809
⑵　保証債務

債務保証 6,882
保証予約 434

⑶　関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 108,109
短期金銭債務 59,306
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4.  損益計算書に関する注記
(百万円)

⑴　関係会社との取引高
営業取引

売上高 240,938
仕入高 169,157

営業取引以外の取引による取引高の総額 41,690
⑵　減損損失に関する注記

　当事業年度において、当社は、以下の資産グループについ
て減損損失を計上しました。
イ　減損損失を認識した資産または資産グループの概要

区分 内容 種類 減損損失の金額

遊休資産 壬生工場跡地
土地・建物 土地、建物・構築物 土地：238百万円

建物・構築物：1百万円

事業用資産 ダンプトラック 車両運搬具 384百万円

ロ　減損損失を認識するに至った経緯
　遊休資産については事業計画の変更または保有の見直
しにより投資額の回収が見込めなくなったため、事業用
資産については保有目的の変更により投資額の回収が見
込めなくなったため、減損損失を認識しています。

ハ　資産のグルーピングの方法
　遊休資産、事業用資産ともに個々の物件ごとにグルー
ピングしています。

ニ　回収可能価額の算定方法
　当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により
算定しています。

5.  株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 2,454,022株

6.  税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(百万円)
繰延税金資産（流動）

未払賞与 1,006
未払費用 1,894
貸倒引当金 189
たな卸資産評価減 2,794
その他 257

小　計 6,140
評価性引当額 2,113

合　計 4,027
繰延税金負債（流動）

未収還付保険金 554
その他 23

合　計 577
繰延税金資産（流動）の純額 3,450

繰延税金資産（固定）
繰越欠損金 4,022
関係会社株式評価損 14,403
投資有価証券評価損 69
退職給付引当金 1,548
減損損失 12
その他 2,808

小　計 22,862
評価性引当額 21,027

合　計 1,835
繰延税金負債（固定）

前払年金費用 2,304
圧縮記帳積立金 359
特別償却準備金 28
有価証券評価差額金 1,846
その他 68

合　計 4,605
繰延税金負債（固定）の純額 2,770
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7.  関連当事者との取引に関する注記
⑴　親会社及び法人主要株主等

属　性 会社名 住　所
資本金
又は

出資金
事業の内容

議決権等の
所有(被所

有)割合(％)
関連当事

者との関係 取引の内容 取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

親会社 ㈱日立製作所 東京都
千代田区

458,791
百万円

電気機械器具他
各種製品の製造・
販売及びサービ
ス

被所有
直接
50.9
間接
0.6

資金の貸借
等
ブランド使
用料の支払
役員の兼任

資金の引出し
(注) 9,732

短期借入金 26,487

資金の借入
(注) 26,487

預入れ利息
(注) 2

借入金利息
(注) 21

ブランド使用料の
支払 4,913 未払金 3,942

取引条件ないし取引条件の決定方針等
（注）資金の集中管理を目的とした日立グループ・プーリング制度に加入しており、資金の融通は日々行われているため取引金額は前事業年度末時点との差引き金額を

表しています。
資金の預入れ・借入れについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。なお、担保は提供していません。

⑵　子会社等

属　性 会社名 住　所
資本金
又は

出資金
事業の内容

議決権等の
所有(被所

有)割合(％)
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 ㈱日立建機ティエラ 滋賀県
甲賀市

1,441
百万円

ミニショベル等
の製造、販売、サ
ービス

所有
直接

100.0
当 社 製 品
の製造

製品の購入等
(注１) 65,917 買掛金 31,731

子会社 日立建機日本㈱ 埼玉県
草加市

5,000
百万円

建設機械のレンタ
ル、販売サービス

所有
直接

100.0

当 社 製 品 の
販売、賃貸、
サービス
資 金 の 貸 借
等
役員の兼任

製品の販売等
(注２ ６) 103,280 売掛金 22,756

借入金の返済 5,500 短期借入金 －

資金の払戻
(注３) 11,468

預り金 8,675
利息の支払
(注４) 10

子会社 日立建機リーシング㈱ 埼玉県
草加市

50
百万円

建設機械等の割
賦販売、リース 所有

直接
100.0

当 社 製 品
のリース

資金の貸付
(注３) 1,942

短期貸付金 6,958
利息の受取
(注４) 15

子会社 ㈱ＫＣＭ 兵庫県
加古郡

1,500
百万円

ホイールローダ
の製造、販売、サ
ービス

所有
直接

100.0

当 社 製 品
の製造
資 金 の 賃
借等
役 員 の 兼
任

製品の購入等
(注１) 37,303 買掛金 2,829

資金の貸付
(注３) 6,975

短期貸付金 9,300
利息の受取
(注４) 23

子会社 日立建機ホールディ
ングU.S.A.Corp.

アメリカ
ノースカロラ
イナ州

1,000
千米ドル 建設機械の販売等

所有
直接

100.0
当 社 製 品
の販売

製品の販売
(注２ ５) 39,206 売掛金 9,294

子会社 日立建機アジア・パ
シフィックPte. Ltd.

シンガポール
パイオニアウ
ォーク

39,956
千米ドル

建 設 機 械 の 販
売、サービス

所有
直接

100.0

当 社 製 品
の販売
役員の兼任

製品の販売等
(注２ ５) 25,274 売掛金 5,547
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属　性 会社名 住　所
資本金
又は

出資金
事業の内容

議決権等の
所有(被所

有)割合(％)
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 日立建機(ヨーロッ
パ) N.V.

オランダ
オースターハ
ウト

70,154
千ユーロ

建設機械の製造、
販売、サービス

所有
直接
98.9

当社製品の
製造、販売
役員の兼任

製品の販売等
(注２) 65,711 売掛金 23,725

子会社 日立建機(中国)有
限公司 中国安徽省 1,500,000

千元
建 設 機 械 の 製
造、販売

所有
直接
81.3

当社製品の
製造、販売
資 金 の 賃
借等
役員の兼任

キーコンポーネン
トの販売等
(注２ ５)

15,334 売掛金 6,823

借入金の返済 6,956
短期借入金 －

利息の支払
(注４) 11

子会社 日立建機(オースト
ラリア)Pty Ltd.

オーストラリア
ニューサウス
ウェールズ州

22,741
千豪ドル 建 設 機 械 の 販

売、サービス
所有

直接
80.0

当 社 製 品
の販売
資 金 の 賃
借等
役員の兼任

製品の販売等
(注２ ５) 15,771 売掛金 7,428

資金の借入 7,638 短期借入金 7,638

利息の支払
(注４) 3 未払利息 3

子会社 日立建機アフリカ
Pty.Ltd.

南アフリカ
ダンスワート

167,935
千ランド

建 設 機 械 の 販
売、サービス

所有
直接

100.0
当 社 製 品
の販売

製品の販売等
(注２) 10,268 売掛金 4,937

子会社 H-E Parts 
International LLC

アメリカ
デラウェア州

1
米ドル

マイニング・建設
機械のサービス
ソリューション
の提供、部品の開
発、加工、販売

所有
直接

100.0

資 金 の 賃
借等
役員の兼任

資金の貸付 5,517 短期貸付金 1,254

利息の受取
(注４) 19 長期貸付金 4,263

子会社 HEP Australia 
Holdings Pty Ltd.

オーストラリ
ア
ニューサウス
ウェールズ州

33,854
千豪ドル

マイニング・建設
機械のサービス
ソリューション
の提供、部品の開
発、加工、販売

所有
直接

100.0
資 金 の 賃
借等

資金の貸付 3,782 短期貸付金 348

利息の受取
(注４) 31 長期貸付金 3,434

関連会社 日立住友重機械建
機クレーン㈱

東京都
台東区

4,000
百万円

ク レ ー ン の 製
造、販売

所有
直接
34.0

資 金 の 賃
借等

資金の払戻
(注３) 5,855

預り金 －
利息の支払
(注４) 4

関連会社
ディア日立コンス
トラクションマシ
ナリーCorp

アメリカ
ノースカロラ
イナ州

108,800
千米ドル

建設機械の製造、
販売、サービス

所有
直接
50.0

当社製品の
製造、販売
役員の兼任

キーコンポーネン
トの販売等
(注２)

16,991 売掛金 5,414

取引金額については消費税等を除いて表示しており、期末残高については国内取引に関しては消費税等を含めて表示しています。
取引条件ないし取引条件の決定方針等
(注１) 仕入価格は市場価格等を参考にして、毎期交渉の上決定しています。
(注２) 販売価格は市場価格等を参考にして、毎期交渉の上決定しています。
(注３) 関係会社等の資金を当社に集中し、その資金を資金需要のある関係会社等へ貸付けるプーリング制度に基づく資金の貸付または預りであり、資金の融通は日々

行われているため取引金額は前事業年度末時点との差引き金額を表しています。
 資金の貸付・預りについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。

(注４) 利息の受取・支払については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。
(注５) 取引金額及び売掛金残高には商社取引分が含まれています。
(注６) 取引金額及び売掛金残高にはリース会社取引分が含まれています。
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⑶　兄弟会社等

属　性 会社名 住　所
資本金
又は

出資金
事業の内容

議決権等の
所有(被所

有)割合(％)
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

親会社の
子会社

日立キャピタル㈱
(注１)

東京都
港区

9,983
百万円 金融サービス事業

所有
直接

―
被所有

間接
―

当社製品の
リース及び
当社の取引
先に対する
支払業務の
委託

当社の取引先に対す
る支払業務の委託
(注２)

8,573

買掛金 299

未払金 12

取引金額については消費税等を除いて表示しており、期末残高については消費税等を含めて表示しています。
取引条件ないし取引条件の決定方針等
(注１) 同社は2016年9月30日付で、㈱日立製作所の連結子会社から除外されています。
　　　 このため、取引金額は関連当事者であった期間の取引金額を、また、期末残高は関連当事者に該当しなくなった時点での残高を記載しています。
(注２) 当社の営業債務に関し、当社、取引先、同社の3社間で基本契約を締結し、ファクタリング方式による決済を行っています。

8.  １株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,014円 66銭
⑵　１株当たり当期純利益 80円 92銭

9.  重要な後発事象に関する注記
(豪州企業Bradken Limitedの株式公開買付けの結果)
　当社は、2016年10月３日に鋳造及び鋳造製品の製造・販売サービスを営むBradken Limitedの普通株式に対する公開買付け(以
下「本公開買付け」)を実施することを決定し、2016年11月１日より本公開買付けを実施してきました。その後、本公開買付けにか
かる成立条件を成就し、2017年３月20日に連結子会社としました。なお、2017年４月７日をもって本公開買付けを終了しました。
　なお、概要等については連結注記表の「重要な後発事象に関する注記」に記載のとおりです。
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

表４
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